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概要 

2020 年、菅前首相は 2050 年にカーボンニュートラル社会の実現を目指すことを宣言し、同年には一般海

域における洋上風力発電事業の公募が開始された。一方で日本の洋上風力発電事業には先行する欧州とは異

なる様々なリスクが存在する。本レポートでは欧州と異なる日本特有のリスクについて考察し、各々のリス

クに関する対策や保険の考え方について整理した。本レポートが洋上風力発電事業におけるリスク対策の参

考となれば幸いである。 
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1. はじめに 

周囲を海に囲まれた日本は洋上風力発電のポテンシャルが大きく、カーボンニュートラル社会の実現に向

けて、風力産業の発展に対する期待が高まっている。具体的には 2030 年までに 10GW、2040 年までに 30～45GW

の導入目標1が立てられており、毎年 2～4海域（計１GW 程度）の開発が継続的に見込まれている。 

これまで日本国内で導入された陸上風力発電では、大部分の風車が単機出力 2～3MW クラスであり、基数は

大規模なウィンドファームでも 20～30 基程度に限られる。一方で今後本格化する洋上風力発電は、十数 MW

の機種を海域ごとに 30～100 基前後設置する。その事業規模は数千億円にもなり、洋上であることも相まっ

て陸上風力とは建設・運転管理の様相が大きく異なる。 

このように洋上風力発電に期待が高まる一方で、これまで国内では比較的小規模な陸上ウィンドファーム

が多かったことから、風力産業のサプライチェーンは洋上風力発電に対応するには未成熟な状態にある。ま

た洋上風力発電設備の建設や維持管理には洋上に特化した工事技術や設備、人材が必要であるが、対応する

建設機械や船舶、人材などのインフラも十分整っているとは言い難い。 

今後国内において洋上風力産業を推進していくためには、既に多種多様なリスクを管理している欧州の先

行事業者から学ぶところが多い。一方で欧州の手法を日本に適用する場合、欧州とは異なる国内特有のリス

クを認識して対策を実施する必要がある。代表的なものとして、自然災害や前述のような技術的・社会的課

題がある。これらの課題を整理してリスクを最小化する仕組みや計画を整えたうえで、事故などに対しては

保険を付保することが事業の安定性を高める一助になる。本レポートでは自然条件、事業環境、技術要件、

保険の役割に着目して欧州との違いとその対策を検討・考察する。 

2. 自然条件 

2.1. 地震・津波・台風・雷 

洋上風力発電事業が先行する欧州に比べて、日本は地震、津波、台風、雷などの自然災害リスクが高い。

そのため、欧州の洋上風力発電設備よりも自然災害に対する法令や指針が定められており、国や事業者、メ

ーカーなどでも様々な対策を進めている。 

例えば、複数の洋上風力発電事業計画が進んでいる東北地方日本海側では、2020 年から 30 年間に震度６

弱以上の地震発生確率が 6～26%であると政府の地震調査推進本部が公表している2。それに対して洋上風力発

電設備では、陸上風力発電設備と同じく建築基準法で規定される稀に発生する地震動及び極めて稀に発生す

る地震動に対して構造上安全であることを確認することが技術基準3に定められている。さらに、国がより安

全に洋上風力発電事業を推進していくために、「洋上風力発電設備に関する技術基準の統一的解説」4（以下、

                              
1 資源エネルギー庁ウェブサイト．洋上風力産業ビジョン（第 1次）．

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/yojo_furyoku/pdf/002_02_02_01.pdf，（アクセス日：2021 年

11 月 4 日） 
2 地震調査研究推進本部．全国地震動予測地図．

https://www.jishin.go.jp/main/chousa/20_yosokuchizu/yosokuchizu2020_chizu_10.pdf，（アクセス日：2021 年 11 月

4 日） 
3 経済産業省．発電用風力設備の技術基準の解釈．

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/law/files/20210414fuugi-kaisyaku.pdf，（アク

セス日：2021 年 11 月 4 日） 
4 国土交通省．洋上風力発電設備に関する技術基準の統一的解説（改訂版）．

https://www.mlit.go.jp/common/001339422.pdf，（アクセス日：2021 年 11 月 4 日） 



損保ジャパン RM レポート ｜ Issue 221 ｜ 2021 年 11 月 22 日 

Copyright © 2021 Sompo Risk Management Inc. All rights reserved. ｜ 3 

統一的解説という）を策定し、地震の揺れによる風車の倒壊・崩壊リスクの低減について満たすべき基準を

示している。 

日本では地震リスクが高いことに伴って津波リスクも高いが、洋上風車の基礎やタワーについては上記の

統一的解説により地方自治体が定める想定津波に対して倒壊・崩壊しないことが求められている。また風車

のナセル5やブレード6は海面から十分に高い位置にあることから、津波により風車が大規模な損傷を受ける

リスクは低い。一方、陸上設備においては、津波リスクを認識する必要がある。陸上にある変電所や部材保

管倉庫などは、津波によって風車の主要部品やスペアパーツ7を大量に流出・損傷する、あるいは変電所への

浸水により発電所の売電が長期にわたって停止する、といったリスクがある。従って、計画地点の津波リス

クを鑑みたうえで、設備周辺のかさ上げや機器の設置高さを上げるなど必要な津波対策を検討・実施するこ

とが求められる。 

地震・津波のほかに、日本固有の自然災害リスクとして、台風・強風、雷が挙げられる。日本では台風・強

風により風速・風向の変動が大きく、台風や強風によって損傷した陸上風車も少なくない。こうした中、日

本の環境に合わせた風車の耐風設計基準であるクラスＴ8の設定や、事業者や専門家らによる再発防止対策の

検討といったリスク低減策が進んできた。また雷については、日本海沿岸地域で電荷量が極めて大きい「冬

季雷」の発生が多く、国内の風車では落雷に起因した事故が多発してきた。このため、落雷リスクが高いと

される落雷対策重点地域（図 1参照）においては、600 クーロン以上の電荷量を想定した技術基準の遵守が義

務化9され、落雷リスクの低減が図られている。さらに、レセプタ10の受雷部面積増加や導電性の高い材料の

採用、ブレード表面に導電性テープを貼付するなどの追加の落雷リスク低減措置の導入も検討されている。 

 

図 1 落雷リスクマップ11 

                              
5 風車タワーの頂上に設置される主軸や増速機、発電機を格納する箱 
6 風車の羽根 
7 事故・故障・消耗時の交換に使用する予備品 
8 IEC（国際電気標準会議）が定める従来よりも平均風速が高い設計基準 
9 前掲脚注３に同じ 
10 風車の羽根先端の落雷受雷部 
11 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構．日本型風力発電ガイドライン 落雷対策編．

https://www.nedo.go.jp/content/100107252.pdf（アクセス日：2021 年 10 月 28 日） 
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2.2. 認証 

上記のような日本に特有な地震・津波、台風、雷のリスクに対しては、認証を通じた第三者による設計検

証が有効である。IEC12が規定する風車の型式認証や、サイトの環境条件に基づいて強度及び安全性を評価す

るウィンドファーム認証は電気事業法で求められる工事計画審査においても活用されている。ウィンドファ

ーム認証を取得するには年単位の期間がかかることや、風車の技術革新と大型化が著しいことから、風力発

電事業者は事業開発の初期段階から風車メーカーと連携して必要な設計情報や図書を手配する必要がある。

また前述のように、多くの台風が通過する日本ではクラス T 認証を取得している機種を選定することがリス

ク低減に有効であり、ウィンドファームの開発時には風車選定において考慮される点である。 

クラス T 認証以外にも、欧州と日本・アジアの風況や自然災害ハザードなどの違いから、日本・アジア市

場向けに冬季雷への対応や低風速域向けブレード、量産化のための浮体構造や係留システムといった洋上風

車要素技術の開発も必要とされており13、今後新たな要素技術を組み入れた風車の型式認証あるいはウィン

ドファーム認証への対応も必要になると推測される。よって、このような要素技術を適用する際には、その

要素技術への認証に別途必要となる情報の入手や審査に時間がかかることに留意し、開発工程には十分な裕

度をとる必要がある。 

2.3. 急に深くなる海底と浮体式のリスク 

欧州で洋上風車が多く設置されている北海と比較して、4 つのプレートが沈み合う日本近海では遠浅な海

域が少なく、海岸から離れると急に深くなる海域が多い（図 2参照）。着床式の風車は水深 50m 程度が技術的

あるいは経済的に限界（図 3 参照）とされており、日本近海において着床式の風車を設置できる海域は限ら

れている。このため 2020 年代中盤以降の公募入札は着床式に加えて浮体式の導入も見込まれる。 

 

図 2 日本近海の水深分布14 

                              
12 International Electrotechnical Commission（国際電気標準会議） 
13 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構．洋上風力の産業競争力強化に向けた技術開発ロードマップ

（案）．https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/yojo_furyoku/sagyo_bukai/pdf/003_03_00.pdf，（ア

クセス日：2021 年 10 月 28 日） 
14 資源エネルギー庁ウェブサイト．浮体式洋上風力発電導入マニュアル．

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/new/information/190529a/pdf/manual.pdf（アクセス日：

2021 年 10 月 28 日） 
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着床式と比較して浮体式は浮体の建造や係留索およびダイナミックケーブル15の事故・故障リスクが加わ

る。特に浮体を係留する索は、係留方式や水深にも依るが、浮体の周辺に半径 1km 程度にわたって敷設され

る。また、浮体の動揺に追随するために、海底に固定・埋設しないダイナミックケーブルを敷設する必要が

ある。着床式風車においても底引き網や投錨など海底ケーブルが損傷するリスクはあるが、浮体式はそれに

加えて係留索やダイナミックケーブルが海中に浮いており敷設範囲が広いため、損傷リスクがより大きい。 

 

 

 

図 3 着床式および浮体式洋上風車の適用範囲16 

 

係留索やダイナミックケーブルの損傷、あるいはそれに起因する風車や小型船舶の転覆を回避するために

は、漁業者などの既存業者や周辺港湾管理者との海域利用方法の調整や合意、監視などにより損傷リスクの

低減が不可欠である。

3. 事業環境 

3.1. 不足する作業船 

全世界（中国を除く）の 2020 年の据付船の需要は約 8～13 隻／年で、現在使用可能な洋上設置船の数は 32

隻となっている。これら作業船の需要は 2030 年には全世界で５倍まで増加するとみられており、風車の大型

化への対応も考慮すると作業船調達が困難になると想定されている17。特に東北・北陸地方の場合、冬季に工

事ができないため、春から秋にかけて作業船の需要が集中することから、より深刻な作業船不足に陥るリス

クがある。また日本国内においてはカボタージュ規制18があり、海外船籍の作業船を使用するには国土交通省

の特別許可が必要となる。 

外国船の日本船籍化を含め、日本船籍船で対応可能な体制構築が望ましいものの、大型化が進む風車に対

                              
15 浮体構造物の動きに合わせて海中で浮遊することのできるケーブル 
16 前掲脚注 14 に同じ 
17 The Maritime Executive．Rystad Predicts Shortage of Wind Farm Installation Vessels．

https://www.maritime-executive.com/article/rystad-predicts-shortage-of-wind-farm-installation-vessels，（ア

クセス日：2021 年 10 月 28 日） 
18 自国の沿岸輸送（カボタージュ）は自国籍船に限る規制のこと。船舶法第 3条において、外国籍船によるカボタージ

ュを原則禁止している。 

着床式 浮体式 
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する搭載クレーンのキャパシティ不足（クレーン高さおよび最大吊り上げ荷重）や DPS19システムの有無など、

対応する船舶は限られる。また基礎やトランジションピース20の据付には正確な据付精度が求められる一方、

風車とともに基礎も大型化しているがこれに合わせた技術面の知見や経験が日本では不足している。 

上記のように、国内にはこれまで大型の洋上風力発電設備はなかったため、それに対応する建設機材はな

く、使用した経験も乏しい状況である。よって今後の洋上風力発電事業においては、想定される風車機種の

データや工期をもとに、最大積載量、クレーン吊上げ能力、DPS システムの有無など船舶の選定に必要パラメ

ータを設定し、仕様が施工計画に適合するかつ施工実績のある船舶を確保していくことが求められる。ケー

ブル敷設船や O&M21船も同様の状況であり、着工や運転開始までに計画的に必要な船舶を確保することが求め

られる。 

3.2. 未成熟なサプライチェーンと風力発電事業者に対する国内産業育成の期待 

洋上風力発電の風車メーカーは数社の寡占状態にあり、それらは欧米のメーカーである。各メーカーの工

場は、ほとんどが欧米に所在しているため、事故発生時の対応に欧米からの輸送期間分の長い復旧時間とコ

ストがかかる。また、日本の海象条件により、冬季には大型の風車部品の運搬や復旧工事が困難となる可能

性がある。そのため、風車の主要部品の故障・事故の発生時に予備部品が国内にない場合には運転停止期間

が長期化するリスクがある。 

上記の状況を踏まえ、リスク低減のために事業者はメーカーやメンテナンス会社と共に、スペアパーツの

確保や早期復旧のための体制づくりを進めることが求められる。欧州では既に洋上風力産業が発達しており、

複数の大規模ウィンドファームを所有する発電事業者や O&M 事業者による共通スペアパーツの保有、成熟し

た中古市場による効率的なバックアップ体制が構築されている。また、風車メーカーの工場が近隣にあるた

めに輸送期間の分は復旧期間が短くなる。 

日本は欧米のような風況が良い広大な平地が少なく、大規模な風力発電事業開発が進みにくかったことか

ら、国内メーカーによる予備品サプライチェーンの構築が未成熟である。そのため、部品の調達期間が長く

なり、ダウンタイムが長期化する傾向がある。日本における事故発生時の早期復旧の対策として、例えば欧

州系洋上風力発電事業者との連携によってアジア周辺にある他のウィンドファームとの予備品の共通化によ

る効率化が考えられる。その他、これまでのウィンドファームの運営実績や事故の経験から、具体的な事故・

頻度を想定した材料・パーツのリストアップ、それらの納期分析と納期が長いものは事前購入する、あるい

は納期保証契約を結ぶ、国内で短期間に製作できるものは国内メーカーと納期保証契約を結ぶといった、再

調達戦略を事業計画時に策定することがリスク対策（復旧計画）として有効と考えられる。こうした取り組

みにより、事故発生時の被害を定量化するとともに早期復旧計画を立て、その上で必要な損害・休業損失保

険を付保することが事業計画には求められる。 

そうした計画や対策の上でも想定外の事故や故障は免れられないものであるが、上記のような計画やバッ

クアップ体制を構築しておくことにより、損害規模や休業期間を最小にする対応力を向上させ、事故後の保

険料の増大防止や OPEX22の低減に繋がる。これこそが、一過性のリスク対策に終わらない真のリスクマネジ

メントと言える。 

                              
19 Dynamic Positioning System（自動船位保持装置） 
20 杭基礎の鉛直度と風車タワーから要求される鉛直精度を調整する接合部材 
21 Operation & Maintenance（運転維持管理） 
22 Operating Expenditure（運転費用） 
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4. 技術要件 

4.1. 洋上風力発電設備の専門エンジニア不足 

2017 年度に経済産業省が行った調査では、欧州では風車メーカーが存在することや、風車メーカーも含め

た技術者の流動性の高さからサードパーティーO＆M 会社が多く存在し、メンテナンス要員が充実している。

メンテナンス技術者 1 人あたりのメンテナンス可能風車基数（3.2 基程度/人）および当時の日本国内の風車

基数（2,203 基）から導かれる最適なメンテナンス人員数が 690 人程度と考えられていた。一方、2019 年の

調査時点では日本国内で 190 人のメンテナンス要員が不足していることが示されている23。 

国内の風力発電のメンテナンス要員が元々不足しているという状況に加え、洋上風力発電設備の維持管理

にはより専門性の高いメンテナンス人材が必要であり、専門人材の育成が課題となっている。洋上風力発電

設備のメンテナンス要員に求められる技能の一例として、風力発電設備作業者を対象とした訓練の国際標準

を定める GWO（Global Wind Organization）24が制定する基本安全訓練（応急措置、マニュアルハンドリング、

火災予知、高所作業、海上生存技術）や、船舶操縦技術、潜水技術、ブレード修繕訓練、ロープアクセス、無

線機の取り扱い技術、英語などの知識が、風車自体のメンテナンスに関する知識に加えて求められる。GWO の

基本安全訓練や各種シーサバイバル訓練を提供する訓練施設は国内にもあり、こうした施設を活用しながら

メンテナンス要員を充足し、技能を高度化していくことが必要である。 

また、風車メーカーとの LTSA25期間中 O&M に参加する下請け業者は、①ベンダー登録および②メーカーが

求める各種トレーニングの受講が別途必要になる。洋上風力発電事業がこれから本格化する日本では、洋上

風力発電設備のメンテナンスの経験がある人材は非常に限られているのが現状であり、メンテナンス要員を

確保するためには新規人材の獲得が必要だが、保守メンテナンス技術者に求められる技能は多種多様である

ためメンテナンス要員の教育には時間を要する。さらに、国内のトレーニング施設や制度が十分に整備され

ていないことも、メンテナンス要員の教育と確保を困難なものにしている。 

こうした国内の洋上風力発電設備のメンテナンス要員の不足を取り巻く状況を解消する手段として、風車

メーカーとの協業による国内技術者の育成促進、メーカーへの技術者の派遣・研修を購買契約や LTSA に含め

ることによってメンテナンス要員の育成を計画することが考えられる。あるいは、事業者のコンソーシアム

の中に欧州の洋上風力発電事業を経験しているメンバーがいるのであれば、運営している欧州の洋上風力発

電所からメンテナンス要員を派遣してもらう、または逆に欧州のウィンドファームにメンテナンス要員を派

遣し、洋上ウィンドファームのメンテナンスを経験者からハンズオンで指導、技術移転していくことも考え

られる。 

4.2. SCADA データへのアクセス制限 

風力発電における監視システムは SCADA システム26が主流である。SCADA の機能は「監視」「制御（オペレ

ーション）」「データ収集」の３つに大別される。「監視」は、風車の現在の風速、風向、発電電力量等のリア

ルタイムのデータ、または、警報履歴等の過去のデータを読み取る機能である。「制御（オペレーション）」

                              
23 経済産業省ウェブサイト．平成 29 年度電気施設等の保安規制の合理化検討に係る調査（風力発電業界の構造調査）． 

http://www.meti.go.jp/meti_lib/report/H29FY/000009.pdf，（アクセス日：2021 年 10 月 28 日） 
24 安全訓練や緊急時対応の標準化を行う、風力発電事業者や風車メーカーで構成される非営利団体 
25 Long Term Service Agreement（長期保守契約） 
26 Supervisory Control And Data Acquisition（監視制御システム） 
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は、風車に対し停止、リセット、運転の指令を遠隔操作で送る機能と、電力会社から要請される出力抑制に

対し出力量を管理する出力制御機能を含む。「データ収集」は、風車から送信される 10 分ログ、警報ログ、

トリガーログ、発電電力量ログ等の風車の履歴データを受信して記憶装置に保存する機能を指す。 

 保安人材の不足等、保安力を低下させる要因が数多く想定される中で、これらのデータを活用した正確で

安全性の高い保安力向上の取り組みは、今後一層必要性が高まっていくと考えられる。陸上風力発電所では、

風車の不具合を検知した際には電気主任技術者が発電機に駆けつけ、異常箇所を目視確認し、オペレーター

やメンテナンス会社に対して風車の運転や維持管理に関する指示を出すことが求められている。一方で洋上

風力発電所においては即座に発電機に駆けつけることが困難であることから、現地での目視やナセル内での

直接確認に替わる異常検知、不具合原因究明および解消の手段として、SCADA データをはじめとする風車の

運転データを活用することがより重要となる。近年の研究開発でも、SCADA データの解析を高度化すること

により、風車の不具合の予兆を事前に捉え、事業者に予防保全対策を促すことで重大事故の発生をある程度

予防できることが明らかになってきている27。 

しかしながら、国内の風力発電設備の運転・保守データ等の多くは設備製造者である海外メーカーが集約・

管理しており、各種データが国内の発電事業者を中心とした保安責任を担う設置者に十分に共有されていな

いことがわかっている28。また、初期に導入された風車では SCADA の性能が低いこと、SCADA データの保管期

間が限られているなどの理由で、風車の運転データが十分に活用されていない発電所も数多く存在する。 

実際に過去に発生した陸上風車における重大事故事例の原因分析などで、SCADA データが一部しか開示さ

れないために事故の発生原因の特定が困難になった事例が複数存在する。このことに鑑みれば、事故の原因

分析に SCADA の詳細なデータを取得することが望ましい。このため、行政側も SCADA データの活用による風

車の重大事故防止の重要性について発電事業者や専門家を交えてたびたび議論を交わしている。洋上風力発

電事業者に求められる取得データの高度化に対する要求は今後さらに上がっていくと考えられ、風車メーカ

ーとの契約時に SCADA データへのアクセス権とアクセス範囲について上記の状況を踏まえて協議することが

求められる。 

また、統一的解説の中では、SCADA だけでなく、風力発電設備の様々な箇所に各種測定センサーを取付け、

個々の状態を監視することで各パーツの状態を把握する状態監視システム(CMS：Condition Monitoring 

System)の活用も維持管理の一つの手法として挙げられている。例えば、主軸の軸受や増速機、発電機の振動

状態を監視することにより、これらの部品の予防保全に有効なデータの収集が可能となり、部品の故障を予

知して交換品を故障前に購入することで風車の停止期間を短縮することが可能となる。 

5. 洋上風力発電事業における保険の役割 

洋上風力発電事業は、その事業規模の大きさから CAPEX29は数千億円の規模になるため、プロジェクトファ

イナンスを活用することが多い。プロジェクトごとに事業実施体制や立地・社会環境が異なるため、それに

                              
27 飯田誠．平成 25 年度―平成 29 年度成果報告書．風力等自然エネルギー技術研究開発 風力発電高度実用化研究開発 

スマートメンテナンス技術研究開発（分析），

https://www.nedo.go.jp/library/seika/shosai_201903/20190000000059.html（アクセス日：2021 年 10 月 28 日） 
28 産業構造審議会 保管・消費生活用製品安全分科会．第 16 回電力安全小委員会資料４ 電気保安のスマート化に向

けた検討の進捗状況について. 

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/pdf/016_04_00.pdf（アクセス日：2021 年

10 月 28 日） 
29 Capital Expenditure（設備投資費用） 
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対応するレンダーリスクも多様である。 

洋上風力発電事業においては、多様なリスクを網羅的に抽出・特定したうえで分析し、対策を計画するこ

とが必須であり、公募占用指針や入札様式でもこの計画策定・提出が求められている。一方でどのように計

画を立ててもリスクをすべて排除することは不可能であり、建設工事や洋上風力発電設備においては事故や

故障はつきものである。そうした事故や故障時におけるファイナンシングの効果的な手段の一つが保険であ

る。保険は過剰な予備費を積まずに競争力を保ったまま、事業の安定性確保に寄与する手段であり、ファイ

ナンスクローズに向けてレンダーからも必要かつ十分な保険付保が求められる。 

適切な保険の設計には計画段階から前述のような自然災害リスクや予備品の納期、ダウンタイムを分析し

たうえで、サプライチェーンの構築やメーカーとのフレームアグリーメント等、最大限の復旧計画を立てる

ことが必要である。そうした適切なリスク把握と有効な対策を踏まえた事業計画や事故発生時の復旧計画に

基づいて、物的損失および設備不稼働に伴う逸失利益を合算した予想最大損害額を推定し適切な保険が設計

される。レンダーからの了解と合意が得られる必要な保険を付保することにより、競争力を保ちながら事業

の安定性を確保することが可能となる。 

6. 終わりに 

ここまで欧州と日本との事業環境の違いに焦点を当て、それをどのようにリスク低減することが可能かを

検討してきた。地震・台風・雷といった自然環境、サプライチェーンやエンジニアの不足のような社会環境

など、日本の洋上風力発電事業には欧州とは異なる条件や環境に対応する必要があり、様々なリスク低減策

を検討してきた。これらの例はリスクや対策の一例であり、各プロジェクトの立地環境や事業実施体制など

を鑑みてリスクを的確に把握し、最新の技術動向も取り入れながら対応することが関係する全てのステーク

ホルダーには求められる。こうした取り組みを通してリスクの増大や事故を防ぎ、CAPEX や OPEX の増大を未

然に防止し、安定的に風車の稼働率を高く維持していくことが、発電事業者にとって安定的な事業性の確保

や収益性を高めることに繋がると考える。 

欧州においても洋上風力産業やその技術は日進月歩であって完成しているものではないものの、豊富な実

績・経験を踏まえた検討基準には学ぶべきところが多い。欧州の先行事例を取り込みつつ日本特有のリスク

を克服することで、国内の洋上風力産業が発展し、カーボンニュートラル社会が実現していくことに期待し

たい。 
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